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深谷市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の
運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

深谷市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準
を定める条例の一部を改正する条例 

工事請負契約の締結について
（旧煉瓦製造施設管理活用棟建設等工事） 
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令和７年度深谷市一般会計歳入歳出決算認定について

令和７年度深谷市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について

令和７年度深谷市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について

令和７年度深谷市国済寺土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算認定について

令和７年度深谷市水道事業会計利益の処分及び決算認定について

令和７年度深谷市下水道事業会計利益の処分及び決算認定について

深谷市ひとり親家庭等医療費支給に関する条例の一部を改正する条例

深谷市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

深谷市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

深谷市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例
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工事請負契約の締結について
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令和８年度深谷市一般会計補正予算（第５号）

令和８年度深谷市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

令和８年度深谷市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）

令和８年度深谷市国済寺土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号）

令和８年度深谷市一般会計補正予算（第６号）

原案可決
原案認定
原案可決
原案認定

　

今
回
積
立
て
る
運
営
基
金
は
、
国
民
健
康
保
険
財
政
の
健

全
な
運
営
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
た
め
、
深
谷
市

国
民
健
康
保
険
運
営
基
金
に
積
み
立
て
る
も
の
で
す
。

令
和
８
年
度
深
谷
市
国
民
健
康

保
険
特
別
会
計
補
正
予
算

（
第
１
号
）

補正
　

基
金
の
運
用
は
考
え
て
い
る
の
か
。

　

基
金
の
運
用
に
関
し
て
は
、
国
保
に
関
係
す
る
３
つ
の
基

金
や
財
政
調
整
基
金
等
、
そ
の
他
全
て
の
基
金
に
つ
い
て
一

括
で
運
用
し
て
い
る
。
運
用
方
法
は
、
定
期
預
金
や
普
通
預

金
の
ほ
か
、
国
債
や
地
方
債
と
い
っ
た
債
券
で
行
っ
て
い
る
。

　

令
和
７
年
度
決
算
の
実
質
収
支
額
と
今
回
の
繰
越
額
に
つ

利
率
見
直
し
の
ほ
か
に
、
補
正
理
由
が
２
点
あ
り
、
１
点
目

は
、
令
和
７
年
度
の
借
入
額
と
利
率
の
確
定
に
よ
る
も
の
、

２
点
目
は
、
公
用
車
の
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
両
購
入
で
、
有
利

な
脱
炭
素
化
推
進
事
業
債
を
借
入
れ
る
こ
と
に
し
た
こ
と
に

よ
る
利
子
見
込
７
万
３
０
０
０
円
を
合
わ
せ
た
金
額
が
補
正

額
で
あ
る
。

　

私
立
保
育
施
設
運
営
事
業
に
つ
い
て
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
推
進
事

業
、
性
被
害
防
止
対
策
環
境
整
備
、
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
支
援
の
詳
細

を
伺
う
。

　

保
育
所
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
推
進
と
し
て
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ

レ
ス
決
済
を
９
施
設
が
導
入
予
定
で
あ
り
、
翻
訳
機
を
３
施

設
が
導
入
予
定
で
合
計
３
９
３
万
８
０
０
０
円
。
性
被
害
防

止
対
策
は
、
子
ど
も
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
の
観
点
か
ら
、

パ
ー
テ
ン
シ
ョ
ン
や
カ
メ
ラ
設
置
の
補
助
金
で
あ
り
、
３
施

設
が
パ
ー
テ
ン
シ
ョ
ン
設
置
を
希
望
し
て
お
り
合
計
で
22
万

５
０
０
０
円
。
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
の
補
助
は
、
県
と
の
協
調
補
助
に

よ
り
、
私
立
保
育
所
や
認
定
こ
ど
も
園
等
を
対
象
と
し
、
全

体
で
36
施
設
が
希
望
し
、
27
万
６
０
０
０
円
の
補
助
と
し
て

見
込
ん
で
い
る
。

　

ふ
る
さ
と
教
育
推
進
事
業
に
つ
い
て
、
寄
付
金
を
利
用
し

市
立
中
学
２
年
生
を
対
象
に
、
渋
沢
平
九
郎
の
オ
ペ
ラ
を
上

演
す
る
と
の
こ
と
だ
が
、
長
い
バ
ー
ジ
ョ
ン
を
短
く
し
て
や

る
の
か
。
ま
た
、
長
い
バ
ー
ジ
ョ
ン
の
ビ
デ
オ
は
あ
る
の
か
。 

　

オ
ペ
ラ
の
長
さ
は
、
本
来
１
２
０
分
の
も
の
を
80
分
に
短

縮
し
、
中
学
生
向
け
に
し
た
も
の
に
な
っ
て
お
り
、
ビ
デ
オ

は
無
い
。 

　

小
学
校
施
設
整
備
維
持
事
業
、
中
学
校
整
備
維
持
事
業
、

幼
稚
園
整
備
維
持
事
業
に
つ
い
て
、
小
学
校
、
中
学
校
、
幼

稚
園
の
桜
の
伐
採
、
抜
根
、
植
樹
の
本
数
は
。 

　

伐
採
は
、
小
学
校
１
８
６
本
、
中
学
校
72
本
、
幼
稚
園
３

本
、
合
計
２
６
１
本
で
あ
る
。
伐
根
は
、
小
学
校
２
８
７
本
、

中
学
校
42
本
、
幼
稚
園
１
７
本
、
合
計
３
４
６
本
で
あ
る
。

植
樹
は
、
小
学
校
59
本
、
中
学
校
45
本
、
幼
稚
園
は
１
０
本
、

合
計
１
１
４
本
で
あ
る
。 

　
　
A 　

　
Q

　

補
正
額
５
２
１
万
７
０
０
０
円
と
利
率
見
直
し
後
の
不
足

額
が
一
致
し
な
い
理
由
は
。

　

補
正
額
５
２
１
万
７
０
０
０
円
は
、
臨
時
財
政
対
策
債
の

　

生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
・
公
民
館
管
理
運
営
事
業
、
市
営
グ

ラ
ウ
ン
ド
等
維
持
管
理
事
業
に
つ
い
て
、
公
民
館
、
市
営
グ

ラ
ウ
ン
ド
の
桜
の
伐
採
、
伐
根
、
植
樹
の
本
数
は
。 

　

対
象
と
な
る
公
民
館
は
、
深
谷
公
民
館
、
藤
沢
公
民
館
、

幡
羅
公
民
館
の
３
館
で
あ
る
。
伐
根
が
２
本
、
植
樹
が
２
２

本
で
あ
る
。
ま
た
、
対
象
と
な
る
市
営
グ
ラ
ウ
ン
ド
は
、
生

涯
学
習
ス
ポ
ー
ツ
振
興
課
が
所
管
し
て
い
る
６
グ
ラ
ウ
ン
ド

で
あ
る
。
伐
採
が
５
２
本
、
伐
根
が
１
２
本
、
植
樹
が
２
８

本
で
あ
る
。 

　

介
護
施
設
等
整
備
費
補
助
事
業
に
つ
い
て
、
何
施
設
あ
り
、

非
常
用
自
家
発
電
の
設
備
の
使
用
に
つ
い
て
伺
い
た
い
。 

　

大
規
模
修
繕
が
１
施
設
で
あ
り
、
補
助
額
は
１
６
６
万
円
。

非
常
用
自
家
発
電
設
備
の
整
備
が
１
施
設
で
補
助
額
は
８
０

６
万
３
０
０
０
円
で
あ
る
。
非
常
用
自
家
発
電
機
は
、
Ｌ
Ｐ

ガ
ス
を
使
用
し
て
発
電
す
る
も
の
で
、
発
電
機
１
台
で
、
一

般
家
庭
に
あ
る
50
キ
ロ
の
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
１
本
で
約
30
時
間
稼
働

で
き
る
。　

　

公
共
施
設
整
備
基
金
積
立
金
の
積
立
金
額
の
根
拠
は
。

　

今
回
の
補
正
で
使
っ
た
決
算
剰
余
金
の
残
り
を
、
公
共
施

設
整
備
基
金
に
12
億
１
１
８
５
万
７
０
０
０
円
の
積
み
立
て

補
正
を
行
う
も
の
で
あ
る
。

　

こ
こ
数
年
、
公
共
施
設
整
備
基
金
積
立
金
が
発
生
し
て
い

る
が
、
都
度
そ
の
金
額
を
検
討
し
た
う
え
で
積
立
金
を
決
め

て
い
る
の
か
。

　

公
共
施
設
整
備
基
金
に
つ
い
て
は
、
現
時
点
で
の
目
標
額

を
定
め
て
お
り
、
今
後
10
年
間
で
約
１
０
０
億
円
以
上
が
公

共
施
設
整
備
に
か
か
っ
て
く
る
と
見
通
し
て
お
り
、
決
算
剰

余
金
が
出
た
際
に
は
積
み
立
て
を
し
て
い
る
。

　

防
犯
の
ま
ち
づ
く
り
支
援
事
業
、
八
基
・
花
園
地
区
の
青

色
防
犯
パ
ト
ロ
ー
ル
車
両
を
更
新
す
る
の
か
。

　

八
基
と
花
園
地
区
の
青
色
防
犯
パ
ト
ロ
ー
ル
車
両
２
台
を

更
新
す
る
も
の
で
あ
る
。

　

庁
内
で
使
用
し
て
い
る
車
両
を
整
備
し
、
青
色
防
犯
パ
ト

ロ
ー
ル
車
両
と
し
て
再
利
用
す
る
の
か
。

　

庁
内
の
共
用
車
の
中
か
ら
、
令
和
２
年
車
で
走
行
距
離
が

少
な
い
も
の
を
用
意
し
た
。
今
後
、
令
和
９
年
４
月
に
向
け

て
整
備
を
行
う
予
定
で
あ
る
。

　

地
方
交
付
税
が
４
億
６
７
２
０
万
円
減
額
と
な
っ
た
要
因

は
。

　

地
方
交
付
税
が
減
額
と
な
っ
た
大
き
な
要
因
と
し
て
２
つ

あ
る
。
ま
ず
１
点
目
は
、
地
方
交
付
税
の
算
定
の
中
に
、
国

勢
調
査
の
人
口
を
基
に
交
付
税
を
決
め
る
と
あ
り
、
調
査
結

果
で
深
谷
市
の
人
口
が
約
２
８
０
０
人
ほ
ど
減
に
な
っ
た
こ

と
。
２
点
目
は
、
市
税
の
収
入
が
当
初
想
定
を
上
回
っ
た
こ

と
で
地
方
交
付
税
が
減
額
と
な
っ
た
た
め
で
あ
る
。

　

ふ
る
さ
と
納
税
額
と
地
域
通
貨
ネ
ギ
ー
の
売
上
額
が
大
き

い
が
、
地
方
交
付
税
の
交
付
に
関
係
が
あ
る
の
か
。

　

ふ
る
さ
と
納
税
額
の
大
小
は
地
方
交
付
税
へ
の
影
響
は
な

い
が
、
ふ
る
さ
と
納
税
に
よ
り
市
税
が
減
少
し
た
分
に
つ
い

て
は
、
交
付
税
は
増
額
の
要
因
と
な
る
と
考
え
て
い
る
。
地

域
通
貨
ネ
ギ
ー
の
売
上
額
に
関
し
て
は
、
歳
入
歳
出
両
方
の

要
素
が
あ
り
、
交
付
税
に
は
特
に
影
響
は
な
い
も
の
と
考
え

て
い
る
。

　

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
繰
出
金
保
険
基
盤
安
定
負
担
金

額
の
算
出
方
法
は
。

　

こ
の
制
度
は
、
保
険
基
盤
安
定
繰
入
金
の
保
険
税
軽
減
分

と
保
険
者
支
援
分
に
大
き
く
２
つ
に
分
か
れ
る
。
保
険
税
軽

減
分
は
、
法
定
軽
減
、
７
割
、
５
割
、
２
割
の
軽
減
に
要
し

た
費
用
が
法
律
に
定
め
ら
れ
た
財
源
と
し
て
一
般
会
計
か
ら

補
填
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
保
険
者
支
援
分
は
、
低

所
得
者
を
多
く
抱
え
る
保
険
者
が
一
定
の
基
準
に
定
め
ら
れ

た
金
額
を
一
般
会
計
か
ら
繰
り
入
れ
る
も
の
で
あ
る
。
計
算

方
法
と
し
て
は
、
平
均
保
険
税
額
に
そ
の
軽
減
の
対
象
と

な
っ
た
方
の
人
数
を
掛
け
、
法
定
軽
減
割
合
ご
と
に
お
お
む

ね
15
％
程
度
の
支
援
率
を
そ
れ
ぞ
れ
掛
け
合
わ
せ
た
も
の
が 

こ
の
保
険
基
盤
安
定
繰
入
金
と
な
り
、
法
定
軽
減
の
対
象
と

な
っ
た
方
の
人
数
に
応
じ
て
、
一
定
の
金
額
が
配
分
さ
れ
る

も
の
で
あ
る
。

　

有
害
鳥
獣
に
よ
る
被
害
へ
の
対
応
に
つ
い
て
、
農
業
振
興

課
と
環
境
課
は
ど
の
よ
う
に
役
割
を
分
担
し
て
い
る
の
か
。 
　

農
業
振
興
課
は
、
主
に
シ
カ
や
イ
ノ
シ
シ
に
よ
る
農
作
物

被
害
に
対
応
し
、
深
谷
市
鳥
獣
害
対
策
協
議
会
に
補
助
金
を

交
付
し
て
い
る
。
一
方
、
シ
カ
や
イ
ノ
シ
シ
が
市
街
地
に
出

没
し
た
場
合
は
環
境
課
が
対
応
す
る
。
ア
ラ
イ
グ
マ
の
捕
獲

に
関
す
る
対
応
も
環
境
課
が
担
当
し
て
い
る
。 

　

ア
ラ
イ
グ
マ
に
よ
る
農
作
物
被
害
が
発
生
し
、
農
業
振
興

課
に
駆
除
の
依
頼
が
あ
っ
た
場
合
は
、
対
応
で
き
な
い
の
か
。 

　

農
作
物
被
害
に
つ
い
て
は
、
農
業
振
興
課
で
対
応
し
て
い

る
。
具
体
的
な
対
策
と
し
て
、
電
気
柵
の
貸
出
し
や
購
入
補

助
等
を
行
っ
て
い
る
。

　

農
業
施
策
推
進
事
業
の
有
害
鳥
獣
捕
獲
活
動
補
助
金
１
２

０
万
円
の
増
額
は
、
何
に
充
て
る
の
か
。 

　

協
議
会
へ
の
補
助
金
は
、
有
害
鳥
獣
に
よ
る
被
害
の
対
策

に
係
る
経
費
に
充
て
て
お
り
、
電
気
柵
の
貸
出
し
や
購
入
補

助
な
ど
も
対
象
と
し
て
い
る
。
今
回
の
補
正
は
、
シ
カ
や
イ

ノ
シ
シ
の
捕
獲
に
対
応
す
る
た
め
、
捕
獲
に
係
る
委
託
料
分

を
増
額
す
る
も
の
で
あ
る
。

　

電
気
柵
の
購
入
補
助
は
終
了
し
て
い
る
の
か
。
ま
た
、
今

回
増
額
す
る
１
２
０
万
円
か
ら
電
気
柵
の
補
助
に
充
て
る
考

え
は
あ
る
の
か
。 

　

購
入
補
助
は
既
に
７
月
に
終
了
し
て
い
る
。
今
年
度
は
電

気
柵
の
補
助
と
し
て
43
万
円
を
支
出
し
て
お
り
、
今
年
度
分

は
こ
の
43
万
円
ま
で
と
考
え
て
い
る
。

　

捕
獲
活
動
の
委
託
内
容
と
、
委
託
料
が
不
足
す
る
理
由
は
。 

　

今
年
度
の
委
託
料
の
う
ち
１
１
６
万
７
０
０
０
円
が
捕
獲

に
関
す
る
も
の
で
、
わ
な
の
設
置
、
捕
獲
し
た
鳥
獣
の
殺
処

分
、
運
搬
、
埋
設
等
を
委
託
し
て
い
る
。
春
先
に
多
く
の
有

害
鳥
獣
へ
の
対
応
を
行
っ
た
た
め
、
今
年
度
分
の
委
託
料
が

不
足
す
る
お
そ
れ
が
あ
り
、
補
正
予
算
を
計
上
す
る
も
の
で

あ
る
。

　

協
議
会
の
構
成
員
で
あ
る
深
谷
・
寄
居
の
各
猟
友
会
に
対

し
、
増
額
す
る
１
２
０
万
円
を
ど
の
よ
う
な
割
合
で
配
分
す

る
の
か
。

　

今
回
の
増
額
分
に
つ
い
て
、
各
猟
友
会
へ
の
配
分
割
合
は
、

特
に
定
め
て
い
な
い
。 

　

農
業
総
務
費
１
０
８
５
万
円
の
増
額
の
う
ち
、
人
件
費
９

６
５
万
円
の
増
額
は
職
員
の
増
員
に
よ
る
も
の
か
。
ま
た
、

農
業
振
興
課
の
職
員
数
は
前
年
か
ら
増
え
て
い
る
の
か
。　

　

人
件
費
の
当
初
予
算
は
令
和
７
年
度
の
人
員
配
置
に
基
づ

い
て
計
上
し
て
い
る
。
令
和
８
年
度
の
人
事
異
動
後
の
職
員

配
置
に
合
わ
せ
、
全
体
的
に
人
件
費
の
配
分
を
し
直
し
た
も

の
で
あ
る
。
農
業
振
興
課
の
職
員
は
、
前
年
か
ら
１
人
増
え

て
い
る
。　

　

中
央
土
地
区
画
整
理
事
業
で
、
物
件
補
償
に
係
る
経
費
を

１
億
３
０
０
０
万
円
増
額
す
る
理
由
は
。　

　

当
初
予
算
で
は
、
物
件
補
償
を
12
件
、
建
物
14
棟
と
予
定

し
て
い
た
。
そ
の
後
、
地
権
者
と
の
交
渉
が
進
み
、
新
た
に

10
件
、
４
棟
の
交
渉
が
整
っ
た
こ
と
か
ら
、
移
転
補
償
費
１

億
３
０
０
０
万
円
を
増
額
す
る
も
の
で
あ
る
。　

　

今
回
の
補
正
に
よ
り
、
中
央
土
地
区
画
整
理
事
業
の
進
捗

率
と
建
物
移
転
率
は
ど
の
よ
う
に
な
る
の
か
。　

　

当
初
予
算
時
の
見
込
み
と
比
べ
、
補
正
後
は
、
事
業
費

ベ
ー
ス
の
進
捗
率
が
47
．
３
％
か
ら
47
．
８
％
と
な
る
。
建

物
移
転
率
も
、
63
％
か
ら
63
．
５
％
と
な
り
、
い
ず
れ
も
０
．

５
ポ
イ
ン
ト
の
上
昇
を
見
込
ん
で
い
る
。　
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Q　

　
Q　

　
Q

い
て
伺
う
。

　

令
和
７
年
度
の
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
の
決
算
で
は
、

実
質
収
支
の
額
を
３
億
５
０
４
０
万
５
７
７
円
と
報
告
を
し

た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
今
回
の
補
正
予
算
で
、
令
和
７
年
度
決

算
の
実
質
収
支
額
を
令
和
８
年
度
の
歳
入
予
算
と
し
て
計
上

し
た
い
た
め
、
歳
入
の
繰
越
金
に
て
、
補
正
前
の
額
１
億
円

に
補
正
額
２
億
５
０
４
０
万
円
を
加
え
、
前
年
度
の
実
質
収

支
額
の
３
億
５
０
４
０
万
円
に
補
正
す
る
も
の
で
あ
る
。

　
　
Q
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